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令和５年度渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金

交付要領

令和５年４月１日から適用

本補助金の交付目的、交付手続等は、次のとおりです。

共生社会の実現に向けて、誰もが利用しやすい店づくりを推

交付目的 進するため、市内で営業している事業者が来店型店舗において

、障害者や外国人等が店舗を利用しやすくするために必要な備

品を購入した費用の一部を補助します。

内 共生社会の実現に向けて、障害者や外国人等、誰もが利用し

容 補助対象者 やすい店づくりを推進するために必要な備品を購入した次に掲

げる条件を満たす者です。

（１） 市内で営業している事務所又は事業所を置く事業者

であること。ただし、支店は除く。

（２） 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）

第２条第２項に規定する大規模小売店舗でないこと。

（３） 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３

０号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規

定する暴力団員でないこと。

（４） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性

風俗関連特殊営業に該当するもの及びこれに類する業種で

ないこと。

（５） 法令及び公序良俗に反していないこと。

（６） 市税を滞納していないこと。

（７） この要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと

。

１ 次に掲げる条件を満たす別表に定める補助対象備品の購入

補助対象経費 費（消費税及び地方消費税に相当する額を除きます。）です

。

（１） 共生社会の実現を目的として、市内で営業している

来店型店舗に設置するものであること。

（２） 国、群馬県、市等の他の補助金の対象経費としてい

ないものであること。

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものの購入費は、補

助対象経費としません。

（１） タブレット端末等の情報通信機器

（２） 病院、介護施設等の施設で通常業務に使用する車椅

子等の備品
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補助対象経費に３分の２を乗じて得た額とし、１事業者当た

交付金額 り３０，０００円を限度とします。

上記の額に１００円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り捨てるものとします。

予算額 この補助金の事業全体の補助限度額は、１５０千円です。

限度に達した時点で受付を終了します。

交 （１） 補助対象者は、補助対象備品をこの補助金の交付の

付 交付条件 目的に反して使用し、譲渡し、売却したときは、補助金の

手 一部又は全額の返還を命ずることがあります。

交付決定の内容に変更があるときは、続 （２） 申請内容又は

等 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補速やかに

を提出しなければなり助金変更交付申請書（様式第３号）

。ません

（３） 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助

金交付要綱の規定により交付決定された補助金について、

本件補助対象の備品が他の補助制度の対象となり、他の補

助制度の交付が決定した場合、本交付決定は取り消すもの

とします。この場合において、本交付決定に基づく補助金

は返還しなければなりません。

（４） 不正な手段又は要綱の趣旨に反して補助金の交付を

受けた者は、補助金の一部又は全額の返還を命ずることが

あります。

補助対象備品を購入する７日前までに商工振興課へ書面の提

交付申請の方法、 出又はメールにて申請してください。予算額に達した時点で申

時期等 請の受付を終了します。

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付申

請書（様式第１号）に必要事項を記入し、次に掲げる書類を添

えて提出してください。

（１） 法人にあっては、直前の事業年度の法人税申告書の

写し

（２） 個人事業主にあっては、直前の所得税確定申告書の

写し又は直前の住民税申告書の写し

（３） 購入をするものの内訳、数量及び金額が分かる見積

書等の写し

（４） その他市長が必要と認める書類

【注】押印は省略することが可能ですが、その場合、書類の真

正性を担保するため、必要に応じ、電話等で確認を行う場合

があります。

【注】本要領による補助金の申請は、１事業者当たり１回限り

とします。
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申請のあった日から７日以内に交付決定をします。

交付決定の時期等 補助金の交付又は不交付を決定したときは、 共生社会渋川市

実現に向けた店づくり応援事業 交付（不交付）決定通知補助金

書（様式第２号）により通知します。

申請内容又は交付決定の内容に変更があるときは、速やかに

変更交付申請の方 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金変更交付

法、時期等 申請書（様式第３号）に変更する内容を証する書類を添えて提

出してください。

変更交付申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

変更の承認 その結果を渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助

金変更承認（不承認）通知書（様式第４号）により通知します

。

備品の購入が完了したときは、その日から３０日以内又はそ

渋川実績報告の方法、 の日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、

時期等 共生社会実現に向けた店づくり応援事業 事業完了実績市 補助金

報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、提出してく

ださい。

（１） 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助

金交付決定通知書の写し

（２） 備品購入費の支払日及び金額を証明できる領収書の

写し並びに購入した備品の内訳及び数量を証明できる納品

書の写し

（３） 備品の詳細及び設置場所が証明できる写真等

（４） その他市長が必要と認める書類

実績報告があったときは、当該報告書の審査及び必要に応じ

補助金の額の確定 て現地調査を行い、その成果が補助金の交付の決定内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めたときは、 共生社会実渋川市

現に向けた店づくり応援事業 確定通知書（様式第６号）補助金

により交付すべき補助金の額を確定します。

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付請

請求の方法、支払 求書（様式第７号）に、渋川市共生社会実現に向けた店づくり

時期等 応援事業補助金確定通知書の写しを添えて、請求してください

。

提出された請求書に基づき、請求日から２０日以内に支払い

ます。

１ 次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消さ

交付決定の取消し れます。

又は補助金の返還 （１） 偽りその他不正な手段により交付決定又は交付を受

けたとき。

２ 次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しなけ



4/5

ればなりません。

（１） 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り

消された場合は、取消しに係る部分の金額

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付申請

申請書等の様式 書（様式第１号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付（不

交付）決定通知書（様式第２号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金変更交付

申請書（様式第３号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金変更承認

（不承認）通知書（様式第４号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金事業完了

実績報告書（様式第５号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金確定通知

書（様式第６号）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付請求

書（様式第７号）

補助対象者は、補助対象備品の購入に関する帳簿及び書類を

その他 備え付け、当該補助対象備品の購入が完了した年度の翌年度か

ら５年間保存しなければなりません。

渋川市役所産業観光部商工振興課（第二庁舎）

取扱担当課 電話 ０２７９－２２－２５９６（直通）

０２７９－２２－２１１１（内線４８９２）

メールアドレス syoukou＠city.shibukawa.gunma.jp
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別表

補助対象備品

１ 車椅子利用者又は高齢者のための備品

（１） 車椅子（貸出用）

（２） 段差解消機（据置型）

（３） 階段昇降機（可搬型）

（４） 可動式スロープ

（５） すりつけ板

（６） 水回り用車椅子

（７） 移動式手すり

（８） 小休止用椅子 等

２ 目又は耳が不自由な者のための備品

（１） 非常時警報装置

（２） 音声案内装置

（３） 音声誘導装置

（４） 大型表示ボタン（点字表示付きの電話機等）

（５） 写真入り指さしメニュー

（６） 筆談ボード 等

３ 日本語が不慣れな者のための備品

（１） 写真入り指さしメニュー

（２） 携帯型音声翻訳機 等

４ その他 の趣旨に適渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付要綱

すると市長が認める備品



様式第１号

年 月 日

渋川市長 様

住 所

申請者 氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付申請書

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金について、関係書類

を添えて下記のとおり申請します。

なお、申請に当たっては、渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業

補助金交付要領（補助対象者）の要件に該当することを誓約し、補助金交付

審査のために市が市税の納付状況を調査することに同意します。

記

１ 備品の使用目的

２ 購入予定備品等

備品設置店舗の名称

備品設置店舗の所在地

備品の名称等 数量 購入予定金額（税抜）

円

円

備品購入予定金額合計 円※

３ 補助金の申請額

交付申請額（※×２／３）
円

（１００円未満切捨て、上限３０千円）



４ 添付書類

（１） 【法人の場合】直前の事業年度の法人税申告書の写し

（２） 【個人事業主の場合】直前の所得税確定申告書の写し又は直前

の住民税申告書の写し

（３） 購入をするものの内訳、数量及び金額が分かる見積書等の写し

（４） その他市長が必要と認める書類

５ 誓約事項

（１） 市内で営業している事務所又は事業所を置く事業者です。（ただ

し、支店は除く。）

（２） 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２

項に規定する大規模小売店舗に該当しません。

（３） 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条

第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員に該当し

ません。

（４） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当

するもの及びこれに類する業種に該当しません。

（５） 法令及び公序良俗に反していません。

（６） 市税を滞納していません。

（７） 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付要綱に

基づく補助金の交付を受けていません。



様式第２号

第 号

年 月 日

様

渋川市長 印

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付（不交

付）決定通知書

年 月 日付けで申請のあった渋川市共生社会実現に向けた店づく

り応援事業補助金について、下記のとおり決定したので、通知します。

記

１ 補 助 金 の 額 円

２ 条 件

（１） 補助対象者は、補助対象備品をこの補助
金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、売却
したときは、補助金の一部又は全額の返還を命
ずることがある。

（２） 申請内容又は交付決定の内容に変更があ
るときは、速やかに渋川市共生社会実現に向け
た店づくり応援事業補助金変更交付申請書（様
式第３号）を提出すること。

（３） 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応
援事業補助金交付要綱の規定により交付決定さ
れた補助金について、本件補助対象の備品が他
の補助制度の対象となり、他の補助制度の交付
が決定した場合、本交付決定は取り消すものと
する。この場合において、本交付決定に基づく
補助金は返還をすること。

（４） 不正な手段又は要綱の趣旨に反して補助
金の交付を受けた者は、補助金の一部又は全額
の返還を命ずることがある。

３ 補助金不交付理由

４ 指 示



様式第３号

年 月 日

渋川市長 様

住 所

申請者 氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金変更交付申

請書

年 月 日付け 第 号で交付決定のあった渋川市共生社会

実現に向けた店づくり応援事業補助金について、内容に変更が生じたので、

関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１ 変 更 年 月 日 年 月 日

２ 補 助 金 の 額

（変更前） 円

（変更後）

備品購入予定金額（税抜）の合計

円※

（変更後）

交付申請額（※×２／３）

円

（１００円未満切捨て、上限３０千円）

３ 変 更 内 容

４ 変 更 理 由

５ 添 付 書 類 変更する内容を証するもの



様式第４号

第 号

年 月 日

様

渋川市長 印

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金変更承認（

不承認）通知書

年 月 日付けで変更申請のあった渋川市共生社会実現に向けた店

づくり応援事業補助金について、下記のとおり決定したので、通知します。

記

１ 変 更 年 月 日

２ 補 助 金 の 額

（変更前） 円

（変更後） 円

３ 変 更 内 容

４ 条 件

年 月 日付け 第 号渋川市共生社会実

現に向けた店づくり応援事業補助金交付決定通知

書記載の条件のとおりとする。

５ 不 承 認 理 由

６ 指 示



様式第５号

年 月 日

渋川市長 様

住 所

申請者 氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金事業完了実

績報告書

年 月 日付け 第 号で交付決定のあった渋川市共生社会

実現に向けた店づくり応援事業補助金について、補助対象備品の購入が完了

したので、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１ 購入備品

２ 補助金の額

３ 添付書類

（１） 渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付決定通知

書の写し

（２） 備品購入費の支払日及び金額を証明できる領収書の写し並びに購入

した備品の内訳及び数量を証明できる納品書の写し

（３） 備品の詳細及び設置場所が証明できる写真

（４） その他市長が必要と認める書類

購入した備品の名称等 数量 購入金額（税抜）

円

円

合計 円※

補助金額（※×２／３） 円

（１００円未満切捨て、上限３０千円）



様式第６号

第 号

年 月 日

様

渋川市長 印

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金確定通知書

年 月 日付けで完了実績報告のあった渋川市共生社会実現に向け

た店づくり応援事業補助金について、下記のとおり確定したので、通知しま

す。

記

１ 確 定 補 助 金 の 額 円

２ 交付決定補助金の額 円

３ 返 還 金 額 円



様式第７号

年 月 日

渋川市長 様

住 所

請求者 氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市共生社会実現に向けた店づくり応援事業補助金交付請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定のあった渋川市共生社会

実現に向けた店づくり応援事業補助金について、下記のとおり請求します。

記

※ 発行責任者及び担当者（フルネーム）の連絡先（固定電話番号）をご記

入ください）

１ 請 求 金 額 円

２ 振込口座情報

金融機関名 支 店 名

区 分 普通 ・ 当座 口座番号

フリガナ

口座名義人

発行責任者： （連絡先）

担 当 者： （連絡先）


